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宅地内雨水流出抑制施設及び止水板整備事業について宅地内雨水流出抑制施設及び止水板整備事業について水洗トイレ改造資金融資あっ旋・利子補給制度について水洗トイレ改造資金融資あっ旋・利子補給制度について水洗トイレ改造資金融資あっ旋・利子補給制度について
　市では、公共下水道が使えるようになったら１日も早く排水設備（水洗化）工事を行って
いただくよう、その費用について融資をあっ旋し、利子を補給する制度を設けています。

対 象 者
○住宅（住宅兼店舗家屋を含む。）の所有者、又は、家主の承諾を得て改造を行う借家人で、くみ取り

　便所を水洗トイレに改造しようとする方、又は、浄化槽を廃止して公共下水道へ接続しようとする方。

　（法人は除きます。）

※新築・増改築の場合は対象になりません。

○市税及び下水道事業受益者負担金（※3，4 ページに記載）を滞納していない方。

　都市における浸水被害の軽減及び水資源の有効利用を図るため、 雨水流出抑制施設又は止水
板を設置される方に対して補助します。

補助対象者
・個人 ( 一般住宅に施設を設置される方 )

・民間事業者

※国及び地方公共団体並びに公社、公団及び事業団等の公益法人の方は、補助を受けることができ

　ません。

補助対象地区
・公共下水道事業計画区域内

※雨水浸透ますは、設置時に注意が必要な区域や設置禁止区域があります。

　( 例 : 雨水の浸透によって地盤変動を引き起こすような場所 )

※浄化槽転用雨水貯留施設の場合は、公共下水道供用区域となります。

※止水板の場合は、浸水（内水）ハザードマップの浸水（内水）想定区域となります。

手続き
申請を希望される方は、次の窓口へ相談してください。

　生活排水対策室　経営企画課【直通】0246（22）7519

返済方法
○返済期間は、48 か月以内（１か月１万円以上の元金均等支払）

利　　子
○市が全額負担します。

手 続 き
①工事をはじめる前に、排水設備指定工事店へ利子補給の制度を利用したい旨を伝えてください。

　( 申請手続は排水設備指定工事店が行います。)

※申請時に、申請者の市税完納証明書が必要となります。 

②工事完了後、金融機関窓口へ融資の申込をしてください。 

③融資決定後、発生した利子は、市から金融機関へ直接支払います。

申請の前に…
○金融機関毎に融資条件や必要書類等が異なりますので、融資制度については、申請者が直接金融

　機関にお問い合わせください。

※融資契約の際は、連帯保証人が 1 名必要です。( 市内にお住まいの方で、同居の親族を除く。) 

※融資にあたっては、金融機関での審査があります。

取扱金融機関
○次の金融機関の本店又は支店で、いわき市内にあるもの。

　東邦銀行、七十七銀行、常陽銀行、秋田銀行、福島銀行、大東銀行、ひまわり信用金庫、東北労働金

庫、いわき信用組合、福島さくら農業協同組合

補助対象の基準及び補助金額
補助対象区域は、公共下水道事業計画区域内の地区に限ります。

施 設 区 分 補 助 割 合 摘 　 　 要

雨　水　浸　透　施　設

雨　水　貯　留　施　設

浄化槽転用雨水貯留施設

工事費用の２／３

購入費用の２／３

工事費用の２／３

浸透ます
住宅１棟につき４基まで

貯留量200ℓ以上の市販製品
住宅１棟につき１基まで

住宅１棟につき１基まで

１基あたり限度額

２５,０００円

５０,０００円

２００,０００円

止　　　　水　　　　板 工事費用の１／２ 住宅１棟につき１基まで5００,０００円

融資対象と融資金額
融資の対象 単　　　　位 融資金額

くみ取り便所改造工事
排 水 設 備 設 置 工 事 くみ取り便槽１か所につき

浄化槽１基につき

６００,０００円以内

６００,０００円以内
浄 化 槽 切 替 工 事
排 水 設 備 設 置 工 事

浸透ます
貯留施設

浄化槽転用

※この制度は、工事費用そのものや融資の元本について助成する制度ではありません。

止水板
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